
 

一般社団法人 茨城県建築士会 

令和 8 年度 第 2 回 まちづくり委員会 次第 

と き  令和 8 年 8 月 26 日（水） 午後 3：00～ 

ところ  水戸市笠原町 1-1-8『茨城県立青少年会館』 2 階 中研修室 1 

１ 開 会 

２ 会長あいさつ 

３ 委員長あいさつ 

４ 議 題 

  １） 本年度方針の確定(前回の宿題をふまえて) 

 

 

 

  ２） 事務所協会景観まちづくり委員会との事業共催について 

 

 

 

  ３） 会員増強運動について(各自報告) 

 

 

 

  ４） その他 

 

 

 

５ その他 

６ 閉 会 



茨城県建築士会






No 支部名 氏名 勤務先 紹介者 紹介者役職 備考
1 賛助会 柴 和伸 会⻑ 関係団体
2 筑波 坂本 俊一 コンチネンタルホーム㈱ 相澤 晴夫 副会⻑ 社員
3 筑波 ⻄村 拓也 コンチネンタルホーム㈱ 相澤 晴夫 副会⻑ 社員
4 筑波 春原 莉帆 コンチネンタルホーム㈱ 相澤 晴夫 副会⻑ 社員
5 県央 福本結城子 ㈲高槻建築設計事務所 高槻 一雄 元副会⻑ 所員
6 賛助会 久保田吉文 常務理事 企業
7 筑波 石田 和子 ㈱暖喜 松田 祐光 ⽀部⻑ 準会員
8 筑波 櫻井 顕司 ㈱須藤設計 松田 祐光 ⽀部⻑ 所員
9 筑波 菱沼 大晃 ㈱須藤設計 松田 祐光 ⽀部⻑ 所員
10 ひたちなか 岩田 隆之 ㈱IWARC 川又 晴彦 ⽀部⻑ 所員
11 県央 田村 涼子 ㈱安心確認検査機構 轡田 久恵 ⼥性委員⻑ 所員
12 県央 米川 潤也 鈴縫工業㈱ 和田 淳一 会員委員会 所員
13 県央 清水 碩斗 清水建設㈱ 清水 洋一 会員委員会 準会員
14 筑波 三輪 光夫 ㈱若栁建築事務所 若栁 綾子 女性委員会 再入会
15 筑波 三井 健吾 ㈱エム・スタイル 茂垣 直樹 情報・広報委員 所員
16 日立 白土 里子 ㈱安心確認検査機構 ⽯⿊ 洋⼦ 総務委員会 所員
17 日立 大髙 正裕 日立市役所 遠田 正樹 市役所の先輩 職員
18 鹿島 平山真理子 Re'plus建築設計事務所 安藤 秀浩 鹿島支部会員 所員
19 久慈 大内 裕貴 大木建設㈱ 和田 昭一 元会員(上司) 所員
20 結城 髙松 来海 小貫建設㈱ 小貫 勝重 元⽀部⻑ 所員
21 石岡 福島 典昭 ㈱福島工務店 吉田 良一 元⻘年部⻑ 所員
22 北相馬 山田 正敏 ㈱コウキ建設 根本 博行 会員(上司) 所員
23 県央 佐藤 朋子 T'Design㈱ なし 再入会
24 賛助会 若林 純也 賛助会代表幹事 企業
25 賛助会 若林 純也 賛助会代表幹事 企業

No 支部名 氏名 勤務先 紹介者 紹介者の役職 備考
1 県庁 荘司 泰久 (一財)茨城県建築センター 柴 和伸 会⻑ 社員
2 賛助会 柴 和伸 会⻑ 関係団体
3 賛助会 柴 和伸 会⻑ 関係団体
4 賛助会 柴 和伸 会⻑ 関係団体
5 筑波 竹田 陽市 ㈱相澤建築設計事務所 相澤 晴夫 副会⻑ 所員
6 筑波 山形 郁夫 ㈱相澤建築設計事務所 相澤 晴夫 副会⻑ 所員
7 筑波 矢口 重文 茨城セキスイハイム㈱ 相澤 晴夫 副会⻑ 社員
8 筑波 ⻑瀬 光昭 茨城セキスイハイム㈱ 相澤 晴夫 副会⻑ 社員
9 筑波 松本 浩司 坂東市役所 相澤 晴夫 副会⻑ 職員
10 筑⻄ 山中 陽子 (有)アーキテック 中山 和朗 常務理事 知人
11 県央 髙島 浩司 (株)⼾頃建築設計事務所 小川 憲一 総務委員⻑ 所員
12 県央 櫻井 郁美 SaCRAFT建築設計事務所 ⽯⿊ 洋⼦ 総務委員 知人
13 県央 関 勇太 KITAI建築設計事務所 石井 邦明 研修委員 知人
14 県央 四ツ倉 昌佳 鈴縫工業㈱ 和田 淳一 会員委員会 社員
15 鹿島 久米 健一 ㈱高正建設 高橋 文男 まちづくり委員 社員
16 県央 平⼾ 豊 ㈱石川建築研究所 石川 啓司 支部常務 所員
17 県央 大橋 美幸 果実建築設計室 滑川 浩一 相談役 取引事務所
18 県庁 萩元 悠文 ㈱安心確認検査機構 舞木 善郎 安心確認の役員 社員
19 石岡 古木 いずみ 古木建設 三輪 清司 ⽀部⻑ 取引会社
20 石岡 小田 邦江 ㈲ナオエ綜合設計 菊池 直衛 元副⽀部⻑ 所員
21 土浦 井坂 公一 ㈱ｲﾝﾌｨﾆｰﾄ一級建築士事務 永井 昭夫 ⽀部⻑ 知人
22 土浦 児玉 理文 あや設計 一級建築士事務 石坂 健一 元⽀部⻑ 取引事務所
23 筑波 ⼾塚 かおり ㈱安心確認検査機構 若栁 綾子 ヘリテージ 取引事務所
24 筑波 加藤 侑 ㈱若栁建築事務所 若栁 綾子 ヘリテージ 所員
25 日立 櫻岡 佳太 ㈱白土工務店 先輩と交代 先輩 社員
26 ⻯ヶ崎 柳町 龍哉 ㈱柳建設 先輩と交代 先輩 社員
27 賛助会 企業
28 賛助会 企業
29 賛助会 企業
30 賛助会 企業
31 賛助会 企業
32 賛助会 企業宇賀神電機㈱茨城営業所 設備設計協会の会員

㈱テクニティ 賛助会 代表幹事 若林様
(株)関川畳店 賛助会 代表幹事 若林様
昭和工機㈱ 設備設計協会の会員

(株)タナカ 住宅資材部門 茨城支店 潮⽥ 充様 (元常務理事・元⽀部⻑)

令和８年度 新入会員【 正･準会員  21名 ＋   賛助会員 4社 】

(一社)茨城県建設業協会

㈱孝建

㈱大貫測量設計
㈱ティーエムユニオン

令和７年度 新入会員の一覧【 正会員 23名 ＋ 賛助会員 9社】

茨城県鐵構工業協同組合
茨城県塗装工業組合

(公社)日本建築家協会

コマツ茨城㈱ 会員委員会 清水 洋一様

茨城県建築士会










級別

年齢別

会員数の変遷
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Home 建築士免許申請 会員の入会メリット 書籍・保険 お役立ち情報 アクセス

さあ、建築士会へ！！ 茨城県建築士会では県内24支部および、青年・女性委員会などの各委員会において
色々な研修・セミナーや交流活動を行っています。
また、会員限定の「けんばい」建築士賠償責任補償制度も充実しています。

（一社）茨城県建築士会 入会申込書
紹介者会員

　　　　　年　　　月　　　日　入会を申し込みます。

フ リ ガ ナ

氏　　　名 性　　　別 男　・　女

生 年 月 日
昭和

平成
年　　　月　　　日生まれ 会　報　誌

送　付　先 自宅 ・ 勤務先

現　住　所
〒 Ｅメール

Ｔ Ｅ Ｌ

勤務先名称 Ｅメール

勤務先住所
〒 Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

級　　　別 １級　・　２級　・　木造

建築士免許
登 録 番 号

取得県 県
登録年月日 　年　　　　月　　　　日

第　　　　　　　　　　　　　号

支　部　名 支 部 長 印 会 員 種 別 正会員　・　準会員

※事務局記載
※会員番号 　　　※顔写真 　※名簿 　　　※会報 　※入力

ご注意：記載は楷書で丁寧にお願いいたします。また、顔写真1枚を添えてください。

　　年　　　月　　　日本受付

顔写真
Ｍ＝24㎜
Ｈ＝30㎜
会員証への
貼付用です

⎛
⎝

⎞
⎠

士会HP

「士会員限定」トータルサポート
建築士業務に関する賠償保険や所得補償など 全国の建築士会



茨城県震災建築物「応急危険度判定士」登録・認定制度のご案内 

 

茨城県土木部都市局建築指導課 

 

 茨城県には、大地震が発生した場合に、余震等による建築物の倒壊などの二次災害防止を目的

としてボランティアで建築物の判定活動をする、応急危険度判定士制度があります。 

平成２３年３月 11 日の東日本大震災においては、県内２８市町村で、延べ９２９名の判定士

が１５,８６３棟の建築物を判定し、二次災害の防止に寄与しました。 

 現在、約 1,800 名の判定士が登録されており、今年度も新規登録していただける方を募集し

ますので、ぜひご協力をお願いいたします。 

 

 

 

 応急危険度判定は、地震により被災した建築物について、その後の余震等による倒壊の危険性

や建築物の部分等の落下・転倒の危険性をできる限り速やかに判定し、その結果に基づき被災建

築物の使用にあたっての危険性を情報提供することにより、被災後の二次的災害を防止すること

を目的としています。 

 

 

 

判定士の認定は、知事が行います。 

・対象者は県内に在住又は在勤し、次のいずれかに該当する方です。 

(1) 建築士法第２条第１項の建築士（１級建築士・２級建築士・木造建築士） 

(2) 建築基準法施行規則第 6 条の 6 に規定する特定建築物調査員 

( ※ 法改正前の特殊建築物等調査資格者を含む。) 

(3) 前各号に規定する者のほか、知事が認めた者 

・認定者には判定士認定証を交付します。 

 ・認定証の有効期間は５年間です。（５年ごとに更新が必要） 

 

 

 

 判定士として登録するためには、県主催の講習会を受講する必要があります。 

・日  時  令和 8 年 9 月 15 日（火）13:00 ～ 17:00(予定) 

・場  所  「 茨城県庁 」  ９階  講堂 

       水戸市笠原町 978－6 電話 029－301－4716 

・受 講 料  無 料（テキスト代を含む） 

・お申込み  別紙の受講申込書に記入の上、顔写真を添えて 8 月 28 日(金)までに、 

下記、茨城県建築士会宛てにお申込みください。申込者には後日、受講券をお送りします。 

 

※ なお、一級建築士の方で、二級・木造建築士の時に判定士の講習を受講された方は、 

その判定士の認定番号をお知らせ下さい。 

 

お申込み・お問い合わせ先 

〒310-0852 

水戸市笠原町 978 – 30 建築会館 2 階 

一般社団法人 茨城県建築士会 判定士係   TEL 029-305-0329 

茨城県建築士会 Web サイト   https://ishikai.com         web サイト 

応急危険度判定とは 

講 習 会 の 開 催 

判 定 士 の 認 定  

茨城県建築士会




2.4㎝

 裏面に
　氏　名
　撮影年月日

※新規か更新の該当する方を○で囲み、更新の場合は認定番号を記入してください  を記入

更新の方は、
写真不要です

講 習 会 名

ＴＥＬ･ＦＡＸ

メールアドレス

　　　茨城県建築士会会員　　茨城県職員

判定士講習会受講申込書

受講者の区分

　※　いずれかを○で囲んでください
建築士会会員の方は支部名

受 講 者 氏 名

□新規 ・ □更新 （認定番号：Ｈ・R　　　　　　　　　　　　　　A・P ）　3.0㎝

　　　　　　　　　　昭和・平成　　年　　月　　日生

　ふりがな

縦3.0㎝×2.4㎝のカラー写真１枚を添付のこと（6ヶ月以内の証明写真）
（写真裏面に氏名及び撮影年月日を記載して下さい）

※（自営と記入しないで社名を記入）

（ＴＥＬ　　　 －　　　－　　　　）

　2級･木造建築士の方は、

 〒　　　　　－

住所・ＴＥＬ

　　　市 町 村 職 員　　　　その他

茨城県震災建築物「応急危険度判定士」講習会

建 築 士 等
免 許 証 番 号

　　　　　　　　　　　支部

（ＦＡＸ　　　   －　  　 　－ 　　　　）

（ＭＡＩＬ　　   　　   @　    　　　　）

会 　  員  　 番  　 号

所 在 地 ・
（ＴＥＬ　  　　 －  　 　　－ 　　　　）

勤 務 先 の

　２級建築士　　　　　　県　第　　 　号）

　木造建築士　　　　　　県　第　　 　号）

　１級建築士（国土交通大臣　第　　　 号）

　※　更新申請の場合は，講習会の受講を省略できます。

　※　いずれかを○で囲み、免許証番号を記入してください

　特定建築物調査員（交付番号　第　　　 号）

　必ず交付された都道府県名
　を記入してください

備 考

勤 務 先 名 称

 〒　　　　　－



● 構造耐力上主要な部分の調査
● 雨水の浸入を防止する部分の調査
● 耐震性に関する書類の確認

既存住宅状況調査（インスペクション）とは、
専門的な知識を持った建築士が

建物の劣化や不具合の状況を
確認する調査です

改正宅地建物取引業法に対応した

建築士会CPD認定プログラム

● 国土交通省の定める講習を修了した建築士のみが実施できる業務です

建築士の資格を取得された皆様へ

既存住宅状況調査技術者
講習のご案内



●長期優良住宅化リフォーム推進事業における現況検査も可能
●［フラット35］維持保全型についても対象

一級建築士、二級建築士または木造建築士

WEB申込➡21,450円（税込)   郵送申込➡22,000円（税込) 

受講対象

受講料

※テキスト・修了証明書交付費用等含む

講義❶ （120分）
●既存住宅流通市場の現状と
　国の取り組み状況
●既存住宅状況調査の概要
●遵守事項、調査の手順、情報開示　　等

講義❷ （180分）
●既存住宅状況調査方法基準
　とその概要
●調査報告書の記入
●住宅瑕疵　　等

質疑応答
（10分）

受講内容

修了考査
（50分）

● 宅地建物取引業法の改正に伴い、
平成30年4月から建物状況調査等に
関する措置が施行されました。

平成28年6月、宅地建物取引業法が改正
され、売主・買主が安心して既存住宅の取
引ができる市場環境を整備することを目的
に、既存建物の取引に係る情報提供の充実
に関する以下の三つの措置が講じられまし
た。これらの措置は、平成30年4月から
施行されました。
但し、報酬を得て調査業務を行うことは建
築士事務所に属する方のみに限られます。

宅建業者が建物状況調査実施者のあ
っせんの可否を示し、媒介依頼者の 意
向に応じてあっせん。

《取引フロー》 《新たな措置内容》

売却／購入申込み

① 媒介契約締結

② 重要事項説明 

依頼者の意向に応じ
建物状況調査を実施

③ 売買契約締結

物件の引渡し

① 媒介契約締結時

宅建業者が建物状況調査結果を買主
に対して説明。

② 重要事項説明時

基礎、外壁等の現況を売主・買主が相
互に確認し、その内容を宅建業者から
売主・買主に書面で交付。

③ 売買契約締結時

申
込
み

契
約
手
続

● 建築士の資格があると既存住宅状況調査技術者講習の受講ができます

● 是非この機会にご受講ください

日本建築士会連合会ホームページ「既存住宅状況調査技術者のご案内」はこちら
https://www.kenchikushikai.or.jp/koshukai/kizonjyutakujyokyochosa.html



監理技術者講習 茨城  
国土交通省 登録講習機関 登録番号第 12 号（登録日平成 27 年 6 月 22 日） 公益社団法人 日本建築士会連合会 主催 

オンデマンド講習のご案内 
各月に 1 ヶ月間の受講期間を設定。お期間内にご自身のタイミングで受講可能。 

・申込方法  WEB 申込みのみ  詳しくは日本建築士会連合会の HP をご確認ください。 

開催期間 申込み期間 受講料 

各月 １日～30 日まで 

申込み月の前月の 17or18 日まで 

(9 月に申込みの場合、 

8 月 18 日(火)まで) 

WEB 申込みのみ 9,500 円 

(テキスト代・消費税込) 

 

令和３年の法改正により令和３年１０月１日受講の場合は ⇒ 令和８年１２月３１日までに受講すれば良いこととなりました!! 

 

監理技術者講習とは 

建設業法第 26 条第 2 項の 

規定により、元請負の特定 

建設業者が該当工事を施工 

するために締結した下請負契約の請負金額総額が 5,000 万円以上（建築一式工事の場合は 8,000 万円以上）の工事には監理技

術者を専任で配置することが義務付けられています。そして監理技術者として建設工事に携わる方は監理技術者講習を受講しな

ければなりません。日本建築士会連合会では、国土交通省から同講習の登録講習機関として登録を受け監理技術者講習を実施

します。令和 3 年 1 月 1 日に改正施行した建設業法施行規則「監理技術者講習の有効期間の変更」にも対応しており、本会の監

理技術者講習は法定講習であると同時に、建築士会 CPD 認定研修でもあります。 

設計者の方々も建築施工の知識を得るために、この機会にぜひ、積極的なご受講をお願いします。 

設計者側として知っておくべき、施工者・建築工事従事者側で現場の学習をすることで実務に役立てます。また杭問題などの時事

問題や最新技術や材料を学べて、しかも、CPD 単位が６単位つきます。 

対象者  全ての分野の監理技術者または、建築施工の学習を目的とする方全て 

建築士会の監理技術者講習の特色 

特色１ 建築工事に特化した講義内容と充実したテキスト 

他の登録講習機関の同講習は建築、土木ほか一体の講義内容ですが、本会では「建築工事に特化した講義内容」と現役

ゼネコン第一人者、学識経験者の執筆による実務に役立つテキストを使用します。 

したがって特に「建築工事の分野で活躍されている監理技術者」にとりましては充実した講習となります。 

★安心してください。土木系の監理技術者が受講された場合でも、監理技術者講習修了履歴ラベルが交付されます。 

特色２ 公共工事入札等での加点*となる建築士会 CPD 単位が取得できます！ 

本会の講習修了者は CPD 単位６単位が取得できます。 

      2022 年 4 月調べ、45 道府県、47 市、2 町、内閣府、国土交通省、他団体の工事入札、入札参加資格審査等において建築士会の

CPD 実績証明書*が加点等に活用されています。 

特色３ さらに WEB でも CPD 単位が追加取得できます！ 

本会の講習修了者は上記の CPD6 単位の他、受講者専用マイページにログインし、WEB 上で CPD 問題に解答・正答す

ることでさらに建築士会の CPD 単位が年間最大 18 単位取得できます。 

*建築士会の CPD 制度への参加が必要です。また、CPD 実績に対する加点評価の扱いは行政機関により違いがあります。 

 
 

お申し込み・お問い合わせ先 

公益社団法人 日本建築士会連合会 

〒105-0014 東京都港区芝 5-26-20  TEL：03-3456-2061E-  メール：kanri@kenchikushikai.or.jp 

変更 






